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研究要旨 
 パンデミック発生時のリスクマネジメントのために、パンデミック発生初期に疑い例と
確定例の情報を整理集約するための電子システムを開発、その運用を実証するとともに、自
己研修プログラムを作成し、システムをスタンバイとした。折からの COVID-19 のパンデ
ミックの発生に際し、厚労省からシステムを COVID-19 に適応させるよう指示を受け、改
修を行ったが、その後厚労省からの指示はなかった。また、携帯電話の位置情報を使用した
濃厚接触者のリスク通知システムに関する検討を進め、その課題と手法を整理した。パンデ
ミック進展過程における、重症度や医療負荷のリスク評価を行うために、国立病院機構の電
子カルテデータベースにより、ほぼリアルタイムで臨床的重症度や医療負荷の評価が可能
となることを示した。このデータを含めて、WHOが進めている PISAに使用するデータソ
ースとパラメータの設定を行った。パンデミック時のまた、事前準備として備蓄されている
抗インフルエンザウイルス薬について、現状の季節性インフルエンザで使用されている量
を各種公開資料からの推計方法を開発した。これによって、備蓄されている抗ウイルス薬と
実際使用されているものとを持続的に評価する手法を設定した。日本でのプレパンデミッ
クワクチンの備蓄について、WHO/WPROや学術分野での状況を調査し、日本の評価方法
についても検討した。今後備蓄の是非を含めて系統的な評価を行って議論を行うことが望
ましいと考えられた。 
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Ａ．研究目的 
 我が国では 1990 年代後半より次期新型
インフルエンザへの事前対応として高病原
性を想定して準備していたが、2009 年のパ
ンデミックはA/H1N1亜型で多くは軽症で
あった。それにもかかわらず、最初の想定通
りの高病原性のインフルエンザへの対応方
針がそのまま実行されたため、現場での混
乱がみられ、新型インフルエンザ対策総括
委員会での事後評価では、重症度に応じた
柔軟な対策ができなかったことが反省点と
して挙げられた。世界保健機関（WHO)に
お い ても 同様の 議論 から Pandemic 
Guidance を改訂し、状況に応じた Risk 
assessment に基づいて柔軟に対応する方針
とした。 
 これらの経験を踏まえ、日本でも新型イ
ンフルエンザ等特措法が制定されたが、基
本方針であるリスクアセスメントの枠組み
とそのための情報収集体制は整備されてい
ない。また、我が国は抗ウイルス薬やプレパ
ンデミックワクチンの備蓄も行われている
が、これらは継続して評価していく必要が
ある。 
 これまでの研究によって、パンデミック
発生初期の疑い症例情報を集約するシステ
ム（Fast Few Hundreds System：以下 FFHS)
が開発されている。これについては、演習や
トレーニングを通じて運用上の課題を解決
し、実用レベルのシステムにすることを目
的としている。また、当初は患者を探知した
らその濃厚接触者を管理する、Search and 
Containment strategy によって感染の拡大
を防ぐこととされているが、これは一般的
には発症者をインタビューして行動歴を調

査し、濃厚接触者を特定する。しかしなが
ら、大勢が集まる場所や不特定多数が集ま
る場所では、その接触者を特定するのは極
めて難しい。そこで、携帯電話端末の持つ位
置情報を使って接触リスクを評価してそれ
を接触者に通知するシステムを開発できな
いかとの発想の元に昨年度から調査を開始
した。今年度までで、必要な課題整理を終了
させることを目的とした。 
 パンデミックの進展に伴って変化して行
く疫学状況を経時的に評価していくために、
既存の感染症法によって規定されているイ
ンフルエンザの外来受診者数サーベイラン
スと入院サーベイランスによって可能かど
うかの検討を行うとともに、国立病院機構
が開発したリアルタイム電子カルテネット
ワークである国立病院機構診療情報集積基
盤（National Hospital Organization Clinical 
Data Archive；NCDA）に、これまでの研究
で設定したインフルエンザ重症度と医療機
関負荷の評価アルゴリズムを導入して、リ
アルタイムで新型インフルエンザの重症度
とインパクトを評価出来るかを検討するこ
とを三つ目の目的とし、最終的にはパンデ
ミック発生時にこのシステムを準備してお
くことを上位目標としている。 
 また、パンデミック発生時のリスクアセ
スメント手法としてWHO が開発している、
Pandemic Influenza Severity Assessment
（PISA）があるが、これまでに本邦で利用
可能なサーベイランスデータととともに、
上述のNCDAのデータが、この手法を適用
できるかの検討を行い、実際の指標を設定
して、パンデミック発生時に使用できるよ
うにしておくことをもう一つの目的として
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いる。 
 一方、我が国ではパンデミックに備えて、
抗インフルエンザウイルス薬やプレパンデ
ミックワクチンが備蓄されているが、新た
な抗ウイルス薬の開発や、パンデミックワ
クチン生産体制の準備状況、そして鳥イン
フルエンザウイルス感染症の状況などは常
に変化しており、プレパンデミックワクチ
ンや抗ウイルス薬の備蓄の再評価は極めて
重要なものである。本研究班では、状況の変
化に合わせて、経時的にこれらの備蓄状況
を再評価し、また今後の評価の枠組みを考
えていくためにも、我が国での評価体制の
整理のために必要な資料の作成を行う。 
  
Ｂ．研究方法 
 来るべきパンデミックへの備えとして症
例の情報を効率的に集約し管理しうる体制
の確立のため、ファックスとWeb を組み合
わせて数百例の患者情報の迅速簡便な収
集・共有を実現する FFHS を開発し、継続
的に評価・改善を行ってきた。今年度は、こ
れまでの患者発生シミュレーションを通じ
て明らかとなった課題を受けたシステムの
改修、および本システムの核となるOCRエ
ンジンの改良を行い、自習教材化を行った。  
 携帯電話端末の位置情報を利用した接触
者把握システムについては、基本的な枠組
みを作成した後、技術的な研究を進めつつ、
総務省総合通信基盤局電気通信事業部 消
費者行政第二課と技術詳細の整理を進め、
社団法人社会基盤情報流通推進協議会
AIGID(代表理事 東京大学 空間情報科学
研究センター関本義秀准教授)と携帯位置
情報活用方法について課題を整理した。ま
た、効率的な感染リスク計算の実現のため

に、行政データの「オープンデータ化」に深
く関わる技術である「セマンティック・ウェ
ブ」研究者と患者位置情報の知識表現を効
率化するための規格策定に取り組んだ。一
方では、法制面・倫理面での検討のために、
国内における個人情報保護法制の検討に取
り組んできた研究者とも協議を行った。 
 これまでに検討してきた国立病院機構
MIAデータベースによって設定したリスク
評価指標について、NCDAから患者データ
を抽出して、流行状況、医療機関への負荷、
疾病重症度の指標を算出した。これにより
パンデミック時における活用の可能性を検
討し、直近のインフルエンザ 2 シーズンに
おける重症度と医療負荷を評価する。また、
電子カルテデータならではの活用を目指し
て、新たな解析も行うものとした。 
 WHO がパンデミック時のリスク評価を
目的として開発した PISA を日本における
リスク評価に使用するにあたって、現存の
データが利用できるかについて、上述の
NCDAのデータも含めて精査し、その具体
的な指標を設定した。 
 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄につ
いては、レセプト情報・特定健診等情報デー
タベース（NDB）および販売量データを用
いて、季節性インフルエンザにおける抗イ
ンフルエンザウイルス薬の使用量を調査し、
備蓄量の評価を行なった。具体的には、販売
量データと NDB オープンデータとの比較
から、NDBオープンデータからの推計方法
を開発し、シーズン毎の抗ウイルス薬使用
量を推計した。 
 プレパンデミックワクチンの備蓄とリス
ク評価の現状について、WHO/WPRO の
Pandemic Influenza Preparedness（PIP）部
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署 および、Options for the Control of 
Influenza conferences Ⅹ（Options Ⅹ）にお
いて情報収集を行った。。 
 
（倫理面への配慮） 
 これらの研究は人を対象としたものでは
なく、また用いるデータも個人情報を含ま
ないものであるため、倫理的な問題は生じ
ない。 
 
Ｃ．研究結果 
 パンデミック発生早期の症例情報の収集
システム FFHS について、患者発生の演習
システムの追加に向けた設計と構築を進め
た。FFHSに「患者発生演習機能」を追加し
たうえで、シナリオと参加役割を選択でき
る構成とし,また、検体の受け取りや輸送に
ついては、シナリオ進行用のサブウインド
ウを表示したうえで、シナリオ中の状況に
応じて、画面上に取りうる行動を模したボ
タンを表示し、そのボタンを押すことで代
替できる構成を考案した。 
 以上のような演習機能の設計と実装を進
めていたところ、2020 年 1 月より中国に端
を発した新型コロナウイルス感染症が拡大
しつつあったため、2 月初旬に入り厚労省
新型インフルエンザ対策推進室より、新型
コロナ対策における FFHS の活用に向けた
連絡が入り本システムを新型コロナに適応
させるように指示を受けたため、急遽年度
終盤でシステムの項目などを新型コロナウ
イルス感染症に使用できるように改修を行
った。 
 携帯位置情報を用いた接触リスク通知手
法については、当該顧客の端末移動情報と
患者の移動情報を用いて患者との接触リス

クを計算し、そのリスクの程度を顧客のみ
に回答する方式を考案し、計算手法の具体
化を目指した技術文書を策定した。また、こ
れには患者の移動情報が必要であるため、
患者発生状況のオープンデータ化のために、
オープンデータの要素技術の一つであるセ
マンティック・ウェブにおける位置情報の
知識表現に取り組む研究者と共同し、患者
位置情報のオープンデータ化について論点
整理を行った。 
 NCDAデータは昨年までの試行錯誤によ
り、安定してデータが抽出できる様になっ
たため、解析用データを抽出し、それを使用
して解析を行った。これまでの解析と同様
に、総入院患者数、全インフルエンザ入院患
者数、総新入院患者数、そして全新入院イン
フルエンザ患者数を抽出し、総在院患者に
占めるインフルエンザ患者の割合、総新入
院患者数に占めるインフルエンザの割合、
累積死亡退院率（入院患者死亡率）、人工呼
吸器率、酸素療法率など重症度に関する指
標も導き出すことが可能であり、ここ 2 シ
ーズンでは患者数が多かったと言われてい
たものの、重症化率や入院死亡率はこれま
でと同等であったことを示した。また、抗イ
ンフルエンザウイルス薬の処方内容も抽出
ル事ができ、2018/19 シーズンではゾフル
ーザの処方量が増大していたことが示され
た。 
 現状、国内で稼働しているインフルエン
ザ関連のサーベイランスシステムのうち、
PISA のための情報を集めることができる
と想定される主なものを列挙し、PISA を行
う上でのその利点と制約を整理した。感染
症法に基づくサーベイランスシステム
（NESID）は、法律に基づくシステムであ
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り、原則、全国を一律のシステムでカバー
し、毎週、前向きのデータが得られ、ほぼリ
アルタイムで情報が得られ、そして、季節性
インフルエンザとパンデミック時の連続性
があるため、比較が容易である。パラメータ
としては、Transmissibility, Seriousness of 
the disease, 医療機関の impact が得られる。
国 立 病 院 機 構 デ ー タ （ NCDA ） は
Seriousness of the disease として、分母情報
（例：新規入院患者数）を付けた形で表記を
することができ、全インフルエンザ入院患
者を分母として CFR を算出することがで
きることや治療や基礎疾患と予後の関連な
ど電子カルテの情報を用いた質的検討が可
能であった。また、医療機関への負荷
（Impact）についても各医療行為（eg.酸素
投与、人工呼吸など）の有無以外に、それら
の実施期間が得られる。また病床占有率の
計算も可能である。 
 抗ウイルス薬備蓄について、NDBオープ
ンデータ、販売量データ、2018 年 10 月～
2019 年 9 月（12 か月間）の IQVIA Claims 
データ（健康保険組合の保険者レセプトデ
ータ）を使用して検討を行った。４シーズン
を通じて、概ね類似の傾向であり、ラニナミ
ビル、ザナミビルについては、NDBと販売
量がほぼ同量である一方、オセルタミビル
カプセル、ペラミビルについては、販売量＞
レセプト請求量（NDB）を示した。NDBオ
ープンデータを用いて分析できた４シーズ
ン（4 月-3 月の年度を１シーズン）におい
て、４種類のノイラミニダーゼ阻害剤の使
用割合については概ね傾向は変わらないも
のの、2014-2015 年度と比較し、2016-2017
年度において、タミフルの使用割合が低下
し、イナビルの使用割合が増加している傾

向を認めた。2018 年度は販売量を用いて推
計を行ったが、ゾフルーザが使用可能とな
ったことで、他の薬剤の使用割合が大きく
低下していることが判明した。 
 世界でプレパンデミックワクチンの製造
備蓄を行っているのは米国と日本のみであ
ることが改めて明らかとなった。研究開発
分野においても、プレパンデミックワクチ
ンの関心は低かった。日本のプレパンデミ
ックワクチンのためのリスク評価とウイル
ス選定には、迅速性、包括性、科学的根拠に
課題がある。備蓄を継続するのであれば、
IRATのような包括的、組織的なリスク評価
手法の導入が望ましいと考えられた。 
 
Ｄ．考察 
 パンデミック発生当初には、疑わしい症
例が多数発生し、それらは一例ずつ検査に
て確定して接触者対策に結びつけていかね
ばならず、効率的な体制を整備しておかな
ければ、医療機関も行政機関も混乱する。こ
れをいかにして効率的に管理していくかが、
本研究班の一つ目の課題である。このよう
なシステムは 2003 年の SARS の世界流行
後に開発され、2009年のA/H1N1pdm09の
パンデミックの際に使用されたが、もとも
と SARS の様に Search and Containment 
strategy を行う感染症の対策のために開発
されたものであったため、入力項目が多く、
患者発生数の大きかった 2009 年の状況で
は運用することが難しかった。今般は、その
ときの経験を活かして、いかにして迅速に
必要な情報のみを共有できるかを考えて開
発を進め、厚労省からの指示により新型コ
ロナウイルス感染症に適応させたにもかか
わらず、その後の進展は見られなかった。す
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でに完成されたシステムであり、トレーニ
ングがほとんど必要ないシステムであった
ため、活用が期待されたものの非常に残念
であった。おそらく、新型コロナウイルス感
染症の拡大における厚労省内部の混乱にお
いて、このような情報が共有されることが
なかったものと思われる。このような状況
で、2003 年の SARS後に開発された eSARS
のようなシステムが開発されたとしたら、
各自治体の危機管理体制は千差万別である
ため、その稼働が危ぶまれるところである。 
 携帯電話の位置情報を利用した接触者情
報管理については、当初プライバシー保護
上の問題が強く懸念された。一方、我々の提
案手法は、そもそもの背景が患者と住民双
方のプライバシー保護にあり、携帯キャリ
ア側で行った接触リスク計算の結果が携帯
電話オ保持者本人しか伝えられず、行政に
は提供されないことにより住民側のプライ
バシーが保たれる。この方式は、位置情報の
感染症対策応用におけるプライバシー保護
を進める点で技術的に高い意義があると考
えられた。一連の研究を通じて、公衆衛生当
局による患者情報や接触者情報の収集には
課題が多く、今後、この過程がデジタル化さ
れることで効率化されるにせよ、情報形式
の標準化が望まれることが明らかとなった。 
 一方、国立病院機構では、電子カルテ情報
を 1 日遅れの時間枠にてデータベース化で
きるNCDAの運用を進めており、参加医療
機関も増加しつつある。今年度の成果によ
り、流行状況と医療機関への負荷、疾病とし
てのインパクト、個人へのインパクトとし
ての疾病の重症度を評価するために必要な
データを抽出できることを示すことができ
た。また、電子カルテデータそのものである

ことから、バイタルサイン、検査データなど
を含めてかなり詳細なデータの解析ができ
るため、臨床症状の特徴なども解析できる
ことが判明した。実際、流行が大きかったと
された 2018/19 シーズンでは、重症化率や
入院死亡率では以前と大きな変化はなく、
死亡者が多かったのは、病原性が強かった
わけではなく、単に流行が大きかったため
の 患者数の増大であることが示された。
また、使用された抗インフルエンザ薬に関
するデータも収集可能で、このシーズンに
は新規抗インフルエンザ薬である、ゾフル
ーザが飛躍的に増加したことも容易に占め
ることができた。 
 PISAは、パンデミックの流行を、季節性
インフルエンザの流行レベルと比較する評
価法である。Transmissibility、Seriousness 
of disease、Impact の三つのインジケータに
於いて、それぞれパラメータを選択し、閾値
を設定することによって、インフルエンザ
の Severity を総合的に評価し、意思決定に
繋げる事が PISA の目的である。PISA にお
ける潜在的なデータソースと利点・制約に
ついては、NEDIS は、法律に基づくシステ
ムであり全国を一律のシステムでカバーし
ていること、毎週のデータがタイムリーに
得られること、複数のシステムをもつ包括
的なシステムであることなどから、パンデ
ミックにおいても、基盤的な情報を提供す
るシステムであるといえる。一方、国立病院
機構データは、医療機関をベースとした分
母情報が得られること、臨床的な情報が豊
富であることなど、NESIDとの大きな違い
があり、PISA においてNESIDの補完的な
システムとしての有用性が高いことが判明
した。感染症発生動向調査（NESID）は、
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基盤となる national データを提供する重要
なシステムであるが、PISA に於いては、年
毎に年齢群毎に、各インジケータで異なる
傾向が見られるため、パンデミックの発生
に備え、毎年流行する季節性インフルエン
ザのリスクアセスメントとして、今後も
PISA の検討と活動を進めていく事が重要
であると考えられた。 
 一方では、来たるべきパンデミックに向
けての事前準備もエビデンスを積み上げて
行くことが必要である。現在備蓄されてい
る抗インフルエンザウイルス薬は、新たな
薬剤が開発されて季節性インフルエンザに
おける処方状況も変わりつつある。備蓄さ
れている抗インフルエンザウイルス薬は、
流通する抗インフルエンザ薬が枯渇した際
に放出されることが想定されていることか
ら、実際に臨床で用いられる使用動向との
関係性も重要となる。今回、NDBにおいて
年齢階級も踏まえ、数量から人数を推計す
る係数を算出し、その係数を使って販売量
データから患者数を推計し、経年変化を評
価した。2018 年度の販売量のデータにて、
ゾフルーザの使用割合が急増していること
が示された。ゾフルーザは、使用に伴う薬剤
耐性の懸念が示されており評価が定まって
いないこと、また、2020 年 1月には新型コ
ロナウイルス感染症が発生し、抗インフル
エンザウイルス薬の使用動向も大きく変動
があることが予測されることから、引き続
き使用動向のモニタリングを行っていく必
要がある。 
 我が国はプレパンデミックワクチンを備
蓄しているが、これまでのところ世界中で
備蓄しているのは米国と日本だけである。
WHO は、各国の決定事項として捉えてお

り、世界的な PIP の対策項目とはしておら
ず、学術的な研究対象としての関心も極め
て乏しいのが現状である。日本におけるプ
レパンデミックワクチンの備蓄は米国と同
様に基本的に政治的な判断であるが、その
リスク評価やプレパンデミックワクチン株
の選定においては、包括的科学的な手法の
導入が望ましいと考えられた。一方では、パ
ンデミックワクチンの迅速な国内生産が可
能となった現在、プレパンデミックワクチ
ンの備蓄自体をも含めて検討することが必
要である。 
 
Ｅ．結論 
 パンデミック初期に効率的に疑い例、確
定例を管理できるシステムを開発した。こ
れは即座に稼働が可能な状態であり、すで
に完成されたシステムであったため、今般
の新型コロナで活用されなかったのは残念
なことである。また携帯位置情報を使用し
て、かつ個人情報を最大限に保護する方法
において接触情報を提供する枠組みを構築
しつつあり、今後に向けて進めるべきであ
る。NCDAのデータを利用することによっ
て、パンデミック時の流行状況、医療負荷や
疾病重症度を評価できることを示し、バッ
チファイルを作成することによって稼働可
能な状態であるため、今後のパンデミック
に備えて事業化を考えておくべきである。
経時的に抗インフルエンザウイルス薬の使
用状況を推計する方法を考案し、実際の使
用状況をモニターすることにより、備蓄薬
剤へのフィードバックが可能となる。特に、
今回の新型コロナウイルス感染症の発生を
踏まえ、ゾフルーザに加え、アビガンも含め
た新興感染症発生時に備えた備蓄の在り方
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について、再度、見直しが必要と考えられ
る。そして、プレパンデミックワクチン備蓄
は、今後その是非を含めて、リスク評価を行
うべきであり、本邦での今後の実行に向け
ての課題を提言した。 
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